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＜要旨＞ 

本研究の目的は，次世代育成支援対策推進法（2003 年公布）による認定基準のなかで，唯一，具体的

な数値目標が盛り込まれている育児休業の取得に焦点を当てて，次世代法の政策効果を検証することに

ある．個票を用いた分析の結果，次世代法は女性の育児休業取得には有効だったが，男性の育児休業取

得には十分な効果がなかった．今後，こうした男女間での政策効果のアンバランスを是正していく必要

性が高い．また，301 人以上に対する一般事業主行動計画の届出等の義務化に関する効果よりも，300

人以下に対する努力義務化の効果のほうがむしろ大きく，300人以下の企業が育児休業取得の環境整備

から取り残されるという，法施行の当初に懸念されたような事態にはなっていない．今後，経済環境の

変化を含めて，育児休業取得に影響する政策以外の変数をコントロールして分析の精度を上げたうえで，

さらに詳細に政策効果を検証する必要がある． 
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